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すでに欧州連合（EU）は米国に対する報復関税を準備してい
ると報道されており、今後の展開が懸念されます。
商務省のレポートでも紹介されているように、過去米国は関
税を課しており、関税自体は珍しくありません。しかし、今回
の関税は通商拡大法232条（調査に基づき安全保障の脅威
があれば大統領に関税権限を付与）という、36年前に制裁
が発動された後、適用が控えられていた、いわば禁じ手で
す。商務省のレポートは、手短に言えば、米国内の鉄鋼やア
ルミの雇用（そして生産）が奪われたことが、安全保障上の
脅威となっている、という理屈となっています。これがすんな
り認められるならば、米国の雇用が減少したセクターを関税
で守る道具を（恐らく、議会に妨害されることなく）トランプ大
統領は手にすることになるのかもしれません。
米国は中国に対し知的財産侵害を巡る調査（通商法301条）
や、カナダやメキシコとは北米自由貿易協定（NAFTA）再交
渉など様々な通商問題をかかえています。コーン委員長が
去り、（通商問題の）強硬派の存在感が高まるとするならば、
今後、通商問題がギクシャクすることも懸念されます。

コーン米国家経済会議（NEC）委員長辞任：

輸入関税導入に反対姿勢、市場に動揺

トランプ大統領が3月1日、唐突に鉄鋼とアルミニウムを対象に関税の導入を表明したことで通商問題に焦点が当た
る中、関税に反対姿勢で、自由貿易擁護派のコーン委員長が辞任を表明しました。何が問題なのかを整理します。

2018年3月7日

トランプ大統領、「鉄は国家なり」

トランプ大統領が3月1日、唐突に鉄鋼とアルミニウムを対象
に関税の導入を表明したことで、通商問題に焦点が当たる
中、関税に反対姿勢で、自由貿易擁護派のコーン委員長が
辞任を表明しました。何が問題なのかを整理します。
まず、コーン氏辞任により、賛否の議論が聞かれる今回の鉄
鋼とアルミの関税に対し、異を唱える人材が去ったことです。
今回の関税を簡単に振り返ると、体裁としては米商務省が通
商拡大法232条に基づき大統領に提言（レポート）を作成しま
す。レポートを参考に、鉄鋼やアルミの輸入増が、米国の安
全保障上の脅威となっているかをトランプ大統領が最終的に
判断し、関税や輸入割り当てを決める運びです。
レポートを見ると、米国は軍事目的や主要なインフラ投資に
必要な鉄を米国内で産出できず、輸入に頼っていると指摘し
ています。そこで、17年の米国の鉄鋼輸入の上位国を見る
と、カナダ、ブラジルなどとなっています（図表1参照）。ただ、
レポートは鉄鋼産出や輸出は中国が世界最大であると指摘
しています。中国の米国への（直接の）輸出は11番目です
が、迂回輸出などもあるとして、商務省は幅広い国に関税を
課すことを提言しています。トランプ大統領は対象国など関
税の詳細を現時点で公表していませんが、仮に実施されれ
ば幅広い国や地域に関税が課せられる可能性もあります。

北米

トランプ米大統領の経済顧問トップであるコーンNEC委員
長は2018年3月6日、辞任を表明しました。コーン委員長は
トランプ政権が導入しようとしている鉄鋼とアルミニウム輸
入関税（各々25%と10%）に反対姿勢を示していました。発表
を受け、市場ではリスク回避姿勢が高まり円高・ドル安が
見られました。

どこに注目すべきか：

コーンNEC委員長、関税、通商拡大法232条

図表1：米国の鉄鋼輸入相手国上位15ヵ国
（時点：2017年10月迄のデータを年率換算）

出所：米商務省のデータを使用してピクテ投信投資顧問作成
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※グラフのデータは商務省のレポートにある
米国の国内需要向け鉄輸入の数量をベー
スに各国別の割合としている
※上位15ヵ国で全体に占める割合は約86%
※グラフは2017年だが、2011年と比べると、
上位15ヵ国のうち（米国の）輸入数量が減少
しているのは中国と日本


